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企画趣旨

現在，アメリカの学校教育では，児童生徒の問

題行動に対してポジティブ行動支援（

）に基づく指導，支援が展

開されている（庭山 ）。 は，個人の

を高め問題行動を最小限にすることを目的とし，

応用行動分析学に基づく積極的で適切な支援を通

した行動レパートリーの増加と個人の生活環境の

再構築を目指して開発された（

）。この個人を対象とした の行動の機能

に基づく行動変容のフレームを，学校環境を整備

するシステムとして運用し，学校内で起こる問題

行動を最小限にすると同時に，向社会的行動の増

加を目指す学校全体の組織的アプローチとして学

校 規 模 ポ ジ テ ィ ブ 行 動 支 援 （

）がある

（ ）。 は問題行動に対し

て予防的であること，応用行動分析学の理論を実

践上の主な基盤としたエビデンスベースの実践で

あること，さらには子どものニーズと行動支援の

レベルを対応させた多層支援であることを主な特

徴としている（

）。

わが国の実践では，日本の学校システムである

特別活動や総合的な学習の時間のカリキュラム，

また生徒会活動や児童会活動に位置付けたポジテ

ィブ行動支援や（松山・三田地 ），授業中の

教員と生徒の関わりに焦点を当てたポジティブ行

動支援が行われている（庭山 ）。

このように広がりを見せつつある および

であるが，わが国における普及については，

学校システムにおいて実践を位置づける法的基盤

が整備されていないことや（平澤 ），先進諸

外国と比較して極めて低いわが国の教育に対する

財政支出による人的資源の不足や，教育内容の多

様化による学校現場の時間のなさが問題として挙

げられる（庭山 ）。

そこで本シンポジウムでは，わが国の小学校・

中学校における 実践とその効果について議論

し，学校および地域システムにおける機能的な実

践の在り方について検討する。

生徒会，学級経営，教科指導等を網羅した

の導入事例と継続・波及の実態

山田賢治

に取り組む手法として やピア・サポ

ート，協同的な学習などの様々な取り組みを連動

させるマルチレベルアプローチが提唱されている

（栗原， ）が，実際は教委の主導や研究指定

などの強い外的働きかけなくして学校規模の実践

を行うことは難しい実態がある。 を持続可

能なものとするためには，内的な意義づけによる

自発的な運用が不可欠だろう。

そこで，まず県の中学校教育研究会から 年間

の研究指定および助成を受けた 中学校における

実践の概要と（山田・松山， ），研究指定終了

後も継続的に取り組むポジティブ行動支援の実践

についての検討プロセスを振り返り，考察を行う。

次に，このようなポジティブ行動支援の実践が，

未導入校に対してどのように広がりを見せている

のかについて検討を行う。未導入校では，ポジテ

ィブ行動支援については導入されていないものの，

称賛カードなどのツールだけは導入されているな

どの実態がある。このようにポジティブ行動支援

の一つの実践が有意義な影響を与えている一方で，

「データに基づく実践を学校全体でシステム化す

ることによって，ポジティブ行動支援の効果の発

現が見られる」とする の考え方（

）には届いていないともいえる。 中

学校のような研究指定等の特別な助成を受けてい

ない学校において，持続可能なポジティブ行動支

援の取り組みが浸透するために何が必要かを考察

する。

倉敷市のポジティブ行動支援（ ）の広がり

松本一郎

倉敷市教育委員会では，平成 年度と令和元

年度の 年間，「ポジティブな行動支援によるい

じめの未然防止」をテーマとして，人権教育課題

研究に取り組んだ（倉敷市人権教育推進室

）。本市の実践は，いわゆる「ポジティ

ブな行動支援」の一次的支援と解決志向アプロー

チをセットにして開発した柔軟性ある実践で，倉

敷モデルと呼んでいる。今までの人権教育の実践
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を「ポジティブな行動支援」の視点で再構成し，

学校現場で取り組み易くするため，解決志向アプ

ローチを取り入れた。

その成果をもとに，令和元年 月，人権教育管

理職研修（市内全校園長対象）で，ポジティブな

行動支援（倉敷モデル）について紹介した。参加

者の感想によると，理論と実践に裏付けられた効

果ある取組として，高評価を得ると同時に，実践

の広がりが加速した。令和 年度では，市内のほ

ぼ半数の中学校区で取り組まれている。

現在，「適切な行動に着目する」という考え

方は，人権教育をはじめ生徒指導へ，学級経営へ

と，「グッドビヘイビアチケット」を一つのツー

ルとして広がりを見せると同時に，この考え方を

学習指導に取り入れようと準備を始めた学校もあ

る。

また，岡山県教育委員会も県下全校長に提出を

義務付けている「学校経営アクションプラン」の

ひな型に，「グッドビヘイビアチケット」の活用

を例示する（令和 年 月）など，その効果を認

め実践に期待していることが確認できる。

）。

学校規模ポジティブ行動支援（ ）が

生徒に及ぼす効果

松山康成

本研究では，生徒会活動を通した全校生徒対象

のあいさつ増加の取り組みや，生徒同士および教

員の言語称賛増加を目的とした授業研究に取り組

んだ山田・松山（ ）の 中学校の実践におい

て，それらの実践が生徒の学校適応にどのような

効果を及ぼすのかを検討した。学校適応測定には，

河村（ ）の － （

）を用いた。

その結果，友人との関係（

），学習意欲（ ），

教師との関係（ ），配慮

スキル（ ）において有意

差が認められた。また，学級との関係（

），かかわりスキル（

）において有意傾向な差が

認められた。

本研究の結果から， の実践が学校適応に

一定の効果を及ぼすことが確認された。特に，対

人関係や社会的スキルに関する項目だけでなく，

学習意欲にも効果が見られた。このような成果が

見られた背景には，管理職や学級担任の先生方が，

ポジティブ行動支援の考え方や実践の生み出すフ

レームワークを十分に理解され，自らの経験を踏

まえた実践を立案，実行されたことによるだろう。

今後は， の実践として行った取り組みそ

れぞれについて詳細に効果を検討し，持続可能性

の高い の在り方について検討していく必要が

ある。

学校規模ポジティブ行動支援（ ）が

教員に及ぼす影響

枝廣和憲

本研究では 導入校の教員のバーンアウト

を分析対象とし， の詳細な実践状況も鑑み

て， 実践が教員にもたらす肯定的変化を明

らかにすることを目的とした。

分散分析の結果，「個人的達成感」において，「実

践形式」の主効果は有意であるとは言えず

「役職」の主効果は有意で

あるとは言えず 「調査

時期」の主効果は有意であるとは言えなかった

。また，「実践形式」と「役

職」の 次の交互作用は有意であるとは言えず

「役職」と「調査時期」の

次の交互作用は有意であるとは言えず

「調査時期」と「実践形式」

の 次 の 交 互 作 用 は 有 意 で あ っ た

。これについて，単純主効

果の検定を行ったところ，全体実践における時期

の単純主効果が確認され

，全体実践においては， よりも の

方が「個人的達成感」の得点が高いという結果が

得られた。そして，「実践形式」と「役職」と「調

査時期」の 次の交互作用は有意であるとは言え

なかった 。
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